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地上デジタル放送への移行に伴う経済効果の推計の際の前提条件

地上デジタ 放送 移行に伴 発生す ビ 事業によ 収 設備投資 直接効果とし 捉え

試算対象となる

『効果』の定義

 地上デジタル放送への移行に伴い発生するサービス・事業による収入・設備投資を直接効果として捉えた。

 直接効果は、既発生分に加えて将来発生分も含めた。

 直接効果に加えて、他産業への波及も加味した。（経済波及効果）

 アナログ放送時代から発生しているサ ビスや事業による収入（広告収入 TVなど）とデジタル放送により アナログ放送時代から発生しているサービスや事業による収入（広告収入・TVなど）とデジタル放送により
新たに生まれる収入（ワンセグ、跡地利用サービスなど）を分けて考えた。

 大きく下記の3つの項目に分けて推計した。

①地上デジタル放送を“あまねく”視聴できるようにするための効果

効果と見なす対象

①地上デジタル放送を あまねく 視聴できるようにするための効果

②地上デジタル放送のサービス・事業

1.放送事業収入、NHK受信料収入

2.地上放送がデジタル化されたことにより生まれる新規サービス・事業

③地上アナログ放送跡地で展開されるサ ビス 事業

効果の計測期間

③地上アナログ放送跡地で展開されるサービス・事業

 地上デジタル放送開始決定の2001年7月から、停波10年後の2021年7月までを計測期間とした。

 放送局の設備については、地デジ開始決定から投資を行っており、2001年7月から計測する必要がある。

に が普 に期 が掛 始後 年後 年
効果 期間

そ 他前提条件

 跡地サービスについては、サービスが普及するまでに期間が掛かるためサービス開始後10年後の2021年7月まで
を対象とした。

 GDP成長率は加味していない

経済波及効果は 総務省「産業連関表（2005年） を元に 算出した
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その他前提条件  経済波及効果は、総務省「産業連関表（2005年）」を元に、算出した。

→2008年の経済環境の悪化の影響は加味していない。



地上デジタル放送への移行に伴う経済効果の考え方

純粋増加分とそれ以外を分けて推計

 アナログ放送時代から発生しているサービスや事業による収入（広告収入・TVなど）とデジタル放送により新たに生まれる
収入（ワンセグ、跡地利用サービスなど）を分けて考えた。

地上デジタル放送への移行に伴う経済効果の考え方
①純増額

地上デジタル放送

地上アナログ放送跡地で
展開されるサービス・事業による収入

収入
地上デジタル放送
による純増効果

デジタル化を行ったことにより
実施されるサービス・事業による収入

アナログ放送時代から存在するサービス・
事業 デジタ 化 り増えた収

アナログ放送時代から存在する
サービス・事業による収入

事業のデジタル化により増えた収入

デジタル移行期間 完全デジタル化アナログ

～～
サ ビス 事業による収入

②全体額
アナログ放送時代

から存在するサービス・
事業の収入も含む デジ

年

大きくは、
・放送事業（広告費）

・受信機（TV）
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▲2011年7月
アナログ放送停波

▲2003年12月1日
デジタル放送開始

事業の収入も含む、デジ
タル放送の効果

・携帯電話
が対象



地上デジタル放送への移行に伴う経済効果の推計方法

 3つのSTEPに分けて 経済効果を推計した 3つのSTEPに分けて、経済効果を推計した。

 地上デジタル放送移行による経済効果を推計するために、地上デジ
タル放送移行により影響を受けるサービス／事業を、洗い出し、把握
した。

【STEP①】
地上デジタル放送移行により

経済効果が発生するサービスや事業の把握

 STEP①で把握したサービス／事業により生まれる（直接）経済効果を
推計した。

【STEP②】
地上デジタル放送の移行に伴う

（直接的な）経済効果推計

 STEP①で推計したサービス／事業が、他の産業に波及して与える効
果を『産業連関表分析』を元に推計した また 雇用誘発効果につい

（直接的な）経済効果推計

【STEP③】
地上デジタル放送の移行に伴う 果を『産業連関表分析』を元に推計した。また、雇用誘発効果につい

ても推計した。
地上デジタル放送の移行に伴う

経済波及効果推計・雇用誘発効果推計
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【STEP①】地上デジタル放送移行により経済効果が発生するサービスや事業の把握

経済効果の推計の対象となる大項目と概要

①地上デジタル放送を
“あまねく”視聴できるよ

1.制作・送信設備

2 政府財源

• スタジオ、中継車等番組を制作する設備や、親局や中継局など地上デジタ
ル放送を送信するための送信設備や、CATV等の設備投資額

• アナアナ変換や、受信相談体制、受信機器購入等の支援、共聴施設の改
あまねく 視聴できるよ
うにするための効果

2.政府財源

3．受信機等

修支援など、政府財源からの支出効果

• 消費者が地デジを見るために購入した受信機の投資（テレビ、チューナー、
アンテナ、共聴施設等）

②地上デジタル
放送のサ ビス 事業

1．放送事業収入、
NHK受信料収入

• デジタル放送の放送事業収入とNHK受信料収入

放送のサービス・事業 2．地上放送がデジタル
化されたことにより生ま
れる新規サービス・事業

• 「ワンセグ」「多メディア展開」「データ放送」「ＴＶポータルサービス」等の番
組・ネットワーク・端末がデジタル化により生じる機能を生かしたサービスの
収入

③地上アナログ放送跡地で
展開されるサービス・事業

• 地上アナログ放送が完全に停波したのちに、地上アナログ放送で利用して
いる周波数で行われる予定の下記の4つのサービスが対象

• 「移動体向けマルチメディア放送」「自営通信」「ITS」「携帯電話」
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【STEP②】地上デジタル放送の移行に伴う（直接的な）経済効果推計

各項目の推計の方法の概要各項目の推計の方法の概要

項目 推計方法概要 地上デジタル放送の純増額の考え方概要

①：地上デジタル放
送を“あまねく”視聴
できるようにするため
の効果

 各放送局の設備投資額、消費者の受信機の購入金額を推計し
た。

 さらに、政府支援や工事費についても対象とした。

 放送局の投資や、政府支援については、全額を純増額とした。

 受信機の市場は、出荷台数×平均単価だが、デジタル化によっ
て平均単価がアップした分を地上デジタル放送による純増額とし
て考慮した。

デ

②-1：放送事業収
入、NHK受信料収入

 停波まで：放送事業収入は、現状の広告費、NHK受信料（地上
波放送分）をベースに考える。経済効果としては、これにデジタ
ルテレビ普及率を乗算した。

 停波後：これまでの広告費（テレビ広告費を含む）は概ね経済指
標（GDP等）に連動してシクリカルに推移してきており、直近２～

 デジタル化による番組・CMの高画質化の経済効果・広告効果の
向上には適切な予測値が見当たらない。

 しかし、民放連の「高画質（ＨＤ）ＣＭの認知率は一般に約6％の
認知率向上につながる」という調査結果から、デジタル化による
番組・CMの高画質化が番組・CMの価値向上につながるものとし

３年のテレビ広告費の縮小傾向は懸念されるが、本予測期間に
おいてはマクロ経済予測と連動してほぼ現状維持と判断した。

て推計した。

②-2：地上放送がデ
ジタル化されたこと
により生まれる新規

 ワンセグ・多メディア展開以外は、現時点では、事業規模は大き
くない段階である。停波後にサービスが本格的にスタートし、
2021年には ある程度普及するものとして推計した

 新規サービスの売上を地上デジタル放送による純増額として考慮
した。ただし、ワンセグ対応携帯電話については、端末を選択す
る際にワンセグが搭載されていることを重要視する人の購入金額により生まれる新規

サービス・事業

2021年には、ある程度普及するものとして推計した。 る際にワンセグが搭載されていることを重要視する人の購入金額
を純増額として対象とした。

 跡地の利用については、まだ具体的なサービスや計画が決まっ
ていないため、下記の前提で推計を実施した。

1 移動体向けマルティメディア放送：有料サービスと広告付きの無料サー

 移動体向けマルチメディア放送については、事業者の売上
を純増額とした。

自営通信 は 設備投資金額と 専 車載器
③：地上アナログ放
送跡地で展開される
サービス・事業

1. 移動体向けマルティメディア放送：有料サービスと広告付きの無料サー
ビスが提供される。

2. 自営通信：安全・安心の確保を目的として、警察・消防・防災無線など
主に公的機関で利用される。

3. ITS：車両と路測機との無線通信によりインフラからの情報を入手し、必
要に応じて運転者に安全運転支援を行うサービスが提供される

 ITS、自営通信については、設備投資金額とITS専用車載器
の販売額を純増額とした。

 携帯電話については、無線通信サービス利用料を全体額とし、携
帯電話が利用している周波数全体に占める跡地の携帯電話利用
分を純増額とした。
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要に応じて運転者に安全運転支援を行うサービスが提供される。

4. 携帯電話：3.9Gのような新規の高速無線通信サービスが立ち上がる。

分を純増額とした。

 移動体向けマルチメディア放送対応携帯電話については、まだ
サービスが固まっていないためワンセグと同等の方法で推計した。



【STEP②】地上デジタル放送の移行に伴う（直接的な）経済効果推計 推計結果サマリ＜直接効果＞

地デジ開始決定から停波後10年間までの20年間の経済効果（直接効果）は
純増額が27.8兆円、全体額が101兆円

地デジ開始決定から停波まで
の１０年間の合計

停波後10年間の合計
（2011年7月 2021年7月）

地デジ開始決定から停波後10年間まで
の２０年間の合計

①地上デジタル放送を

年間 合計
（2001年7月～2011年7月）

（2011年7月～2021年7月） の２０年間の合計
（2001年7月～2021年7月）

9 0

0 50 100

0 5

0 50 100

9 5

0 50 100 150

（単位：兆円）①地上デジタ 放送を
“あまねく”視聴できるよ
うにするための効果

②-1
放送事業収入

9.0

0.0

15.8
0.5

0.6

13.1
9.5

0.6

28.9

（単位：兆円）

放送事業収入、
NHK受信料収入

②-2
地上放送がデジタル化
されたことにより生まれ

1.2

7.1

6 7

5.7

24.1

10 9
7.0

31.2

17 6されたことにより生まれ
る新規サービス・事業

③地上アナログ放送跡地で
展開されるサービス・事業

0.0

6.7

0.0

10.8

10.9

24.7
10.8

17.6

24.7展開されるサ ビス 事業

合計
（重複計上の

設備投資分を省く）

10.3

0.0

29.3

17.5

24.7

71.7
27.8

24.7

101.0
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設備投資分を省く）

純増額 全体額 純増額 全体額 純増額 全体額



【STEP③】地上デジタル放送の移行に伴う経済波及効果推計・雇用誘発効果推計 経済波及効果

地デジ開始決定から停波後10年間までの20年間の経済波及効果は
純増額ベ スで69 2兆円 全体額ベ スで249 0兆円純増額ベースで69.2兆円、全体額ベースで249.0兆円

◆生産誘発額

地デジ開始決定から停波まで
の１０年間の合計

（2001年7月～2011年7月）

停波後10年間の合計
（2011年7月～2021年7月）

地デジ開始決定から
停波後10年間までの20年間の合計

（2001年7月～2021年7月）

①純増額 ②全体額 ①純増額 ②全体額 ①純増額 ②全体額

ⅰ 10.3 29.3 17.5 71.7 27.8 101.0

１次波及効果

直接効果
（地デジ移行に伴い発生するサービス・事業による収
入・設備投資）

ⅱ 11.9 31.3 16.5 70.0 28.4 101.3

ⅲ 4.8 13.6 8.2 33.2 13.0 46.7

１次波及効果
（直接効果が実現されることにより他産業に発生する
売上）

２次波及効果
（直接＋１次効果による所得増に伴う消費増※）

ⅳ 経済波及効果合計 （＝ⅰ＋ⅱ＋ⅲ） 27.0 74.1 42.2 174.9 69.2 249.0

ⅴ 乗数 （＝ⅳ÷ⅰ） 2.6 2.5 2.4 2.4 2.5 2.5

【留意点】

経済波及効果は 総務省「産業連関表（ 年） を元に算出したため 現在の経済環境の悪化の

※厳密には消費増に伴い他産業に発生する売上も含む
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経済波及効果は、総務省「産業連関表（2005年）」を元に算出したため、現在の経済環境の悪化の
影響は加味していない。



（参考資料）
本試算の特徴（既往調査 前回調査との乗数比較）本試算の特徴（既往調査・前回調査との乗数比較）

本調査では、平成10年度調査よりも乗数効果が低い結果となった。

一方、既往調査（事例１．～事例４．：2.0～2.5倍）と比較すると乗数は比較的高い結果となった。

これは、地デジへの移行による直接効果が、他産業への波及効果が大きい産業に対して発現しているため
と考えられる。

 参考までに、直接効果発現産業を事例１と本調査で比較した図表を次頁に掲載。

8
※厳密には消費増に伴い他産業に発生する売上も含む



（参考資料）
本試算の特徴（既往調査 前回調査との乗数比較）本試算の特徴（既往調査・前回調査との乗数比較）

 本調査では、事例１．と比較して波及効果が大きい産業へ直接効果が発現している。

れ 本 査 象 波 効 が大き 産業 す 直接効 往 査 較 数が大き

事例１ の直接効果発現産業（上位３産業） の列和 本調査における直接効果発現産業の列和

 これより、本調査対象は、波及効果が大きい産業に対する直接効果の発現しているため、既往調査と比較して乗数が大き
くなっていると考えられる。

（注）「列和」とは、直接効果１に対する生産波及の大きさを産業別に表した尺度である。

1.94

2.01

1.93

2.12

1.78

1.0 1.2 1.4 1.6 1.8 2.0 2.2 2.4 2.6 2.8 3.0

農林水産業

鉱業

飲食料品

繊維製品

パルプ・紙・木製品

事例１．の直接効果発現産業（上位３産業） の列和 本調査における直接効果発現産業の列和
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パルプ 紙 木製品

化学製品

石油・石炭製品

窯業・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

一般機械

電気機械
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電気機械

情報・通信機器

電子部品

輸送機械

精密機械

その他の製造工業製品

建設

電力・ガス・熱供給業

水道 廃棄物処理

2.14

2.21

2.16

2.82

1.98
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電気機械

情報・通信機器

電子部品

輸送機械

精密機械

その他の製造工業製品

建設

電力・ガス・熱供給業

水道 廃棄物処理1.65
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1.60
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1.68

1.46
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1.81

水道・廃棄物処理

商業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究

1.65
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1.60

1.25

1.68

1.46

1.43

1.81

水道・廃棄物処理

商業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究

・・・直接効果発現産業
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1.68

1.58

1.71

1.69

2.72

2.81

医療・保健・社会保障・介護

その他の公共サービス

対事業所サービス

対個人サービス

事務用品

分類不明

平均=1.9

出所）総務省「産業連関表2005」（逆行列係数表「列和」）

1.68

1.58

1.71

1.69

2.72

2.81

医療・保健・社会保障・介護

その他の公共サービス

対事業所サービス

対個人サービス

事務用品

分類不明

・・・直接効果発現産業



（参考資料）
本試算の特徴（産業別の波及規模）本試算の特徴（産業別の波及規模）

 電子部品産業・対事業所サービス産業への波及が大きい。

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000

農林水産業

鉱業

飲食料品

単位：億円

1次波及

2次波及

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000

農林水産業

鉱業

飲食料品

単位：億円

1次波及

2次波及

①純増額の経済波及効果（産業別・20年間分） ②全体額の経済波及効果（産業別・20年間分）

繊維製品

パルプ・紙・木製品

化学製品

石油・石炭製品

窯業・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

繊維製品

パルプ・紙・木製品

化学製品

石油・石炭製品

窯業・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

一般機械

電気機械

情報・通信機器

電子部品

輸送機械

精密機械

金属製品

一般機械

電気機械

情報・通信機器

電子部品

輸送機械

精密機械

その他の製造工業製品

建設

電力・ガス・熱供給業

水道・廃棄物処理

商業

金融・保険

不動産

精密機械

その他の製造工業製品

建設

電力・ガス・熱供給業

水道・廃棄物処理

商業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究

医療・保健・社会保障・介護

その他の公共サービス

対事業所サービス

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究

医療・保健・社会保障・介護

その他の公共サービス

対事業所サービス

10

対個人サービス

事務用品

分類不明

対事業所サービス

対個人サービス

事務用品

分類不明



【STEP③】地上デジタル放送の移行に伴う経済波及効果推計・雇用誘発効果推計 雇用誘発効果

単位；人

雇用誘発効果は、年間平均で約17万人

■雇用誘発効果（観測期間平均）
単位；人

地デジ開始決定から停波まで
の１０年間の合計

（2001年7月～2011年7月）

停波後10年間の合計
（2011年7月～2021年7月）

地デジ開始決定から
停波後10年間までの

２０年間の合計
（2001年7月～2021年7月）

ⅰ 25,473 59,542 42,508

ⅱ 66,421 96,537 81,479

直接効果
（地デジ移行に伴い発生するサービス・事業
による収入・設備投資）

１次波及効果
（直接効果が実現されることにより他産業に , , ,

ⅲ 35,843 61,136 48,489

発生する売上）

２次波及効果
（直接＋１次効果による所得増に伴う消費増
※）

ⅳ 経済波及効果合計 （＝ⅰ＋ⅱ＋ⅲ） 127,737 217,215 172,476

【留意点】

※厳密には消費増に伴い他産業に発生する売上も含む

【留意点】

純増額を用いて雇用誘発効果を推計した。

雇用誘発効果は、「生産誘発によって誘発される雇用者所得が何人分の雇用を賄えるか」を示した
ものであり 必ずしも現実に雇用者増を示すものではないことに注意が必要
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ものであり、必ずしも現実に雇用者増を示すものではないことに注意が必要。



地上デジタル放送への移行に伴う経済効果等に関する研究会名簿（敬称略、五十音順）

稲葉 悠 株式会社東京放送 執行役員

岡村 憲優 社団法人電子情報技術産業協会 デジタル放送ＰＧ主査岡村 憲優 社団法人電子情報技術産業協会 デジタル放送ＰＧ主査

土屋 円 日本放送協会 総合企画室（経営計画）担当局長

中山 裕香子 株式会社野村総合研究所
情報・通信コンサルティング部上級コンサルタント

福田 俊男 株式会社テレビ朝日 常務取締役

座長 三友 仁志 早稲田大学国際学術院 大学院アジア太平洋研究科教授

和田 仁 株式会社電通 電通総研所長
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和田 仁 株式会社電通 電通総研所長



スケジュール

地上デジタル放送への移行に伴う経済効果等に関する研究会地上デジタル放送への移行に伴う経済効果等に関する研究会

第１回 ３月 ２日（月）

第２回 ３月１８日（水）

第３回 ３月３０日（月）第３回 ３月３０日（月）

⇒ ４月７日の情報通信審議会「地上デジタル放送推進に

検 報告関する検討委員会」に報告

第４回 ４月２４日（金）予定
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